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東北地質調査業協会としての動き

広報委員会

１．災害対策本部の設置
　初動の態勢として、地震発生の翌々日（3/13）には早坂理事長の指示のもと、在仙協会員
の協力を得て災害協定を締結している東北地方整備局ならびに宮城県土木部に応援協力を
打診・情報確認に動きました。宮城県土木部から応援要請の打診があり、その対応に向けて早
坂理事長によって災害対策本部の立ち上げ宣言と対策本部詰め役員が緊急召集されました。
　名　　称：�H23年東北地質調査業協会災害対策本部（協会事務局内）
　本 部 長：����早坂理事長（宮城県理事）
　副本部長：����大友総務委員長（宮城県理事）、高野技術委員長（宮城県理事）、
　　　　　  高橋広報委員長（宮城県理事）
　役　　員：鶴原技術委員（宮城県理事代理）、西山事務局長

　以下に災害対策本部の動きと災害時の被害状況調査（緊急点検調査）の動きを時系列で
示します。
　・�3/14　災害対策本部の立ち上げと同時に、同日付けで下記に示す宮城県土木部長から応援

協力が正式要請された。宮城県会員を始め青森・岩手･秋田･山形及び福島県会員に派遣要
請を打診、受諾会員各社に緊急通行車両等確認書等の申請手続きを指示。青森・福島･岩手
県会員は各県内それぞれに災害対応するとの回答を受諾。

　・�3/16　宮城県土木部に対策本部設置を報告し要請内容を確認。会員各社との調整、体制づ
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くりの相互連絡及びアンケート形式による各社の社員、社屋、事務所等の被害状況の確認作業
に着手。

　・�3/18　宮城県土木部で技術打合せ（調査方法、点検要領、結果報告等）。担当者召集の連絡。
　・�3/19　対策本部で担当者会議。班構成、名簿作成と調査方法、点検要領、結果報告等の指示。
　・�3/20　宮城県土木部に班編制と名簿等を提出。3/22からの現地着手を打診。
　・�3/22 ～　緊急点検開始。一次調査として震度5強以上を観測した34市町村の内、宮城県

沿岸部を除く22市町村を対象。土砂災害危険箇所のうち、土石流危険渓流1,850箇所、地す
べり危険箇所55箇所を18社32班体制で着手（うち、山形県会員3社3班、秋田県会員4社6班）。
なお、急傾斜地崩壊危険箇所については ( 社 ) 全国特定法面保護協会東北支部が担当。

　・�3/24　沿岸部への二次調査の打診要請があり、それに向けて体制づくり。山形･秋田県会
員を除く一次調査班を継続導入する方針を決定。この時点で事務局がまとめた安否確認･被
害状況のアンケート集計結果を全協会員に向けて発信。

　・�3/27　二次調査の点検要領の確認。班編制、名簿等の提出。宮城県沿岸部12市町村を対象。
土砂災害危険箇所のうち、土石流危険渓流1,095箇所、地すべり危険箇所4箇所を11社30班
体制で担当。

　・3/29 ～　沿岸部12市町村の二次調査を開始。
　・�4/ 8 ～　前日4/7発生の余震（震度6）に対する再点検調査要請への対応確認。一次、二次

調査の現地進捗状況及び結果報告、取りまとめ状況の確認。
　――以降は、対策本部を委員長会が代行――
　・�4/11　東北地方整備局へ災害協力の打診と情報交換。
　――この間、担当した各社・各班による宮城県土木部への個別の報告及び連絡がとり交わされ、
　　　4月中旬には現地調査を終了、以降、取りまとめに入り5月上旬には報告が完了――
　・�7/20　一連の緊急点検業務完了に伴い宮城県土木部を表敬訪問、河川砂防課、事業管理

課に御礼の挨拶。
　　  なお、災害対策本部は平成24年3月末までを目処に設置を継続中。

２．支援活動など
　震災に伴い、( 社 ) 全国地質調査業協会連合会を始めとする各地区協会ならびに関係機関･
団体から暖かい励ましの言葉、義捐金･見舞金等が当協会に寄せられました。また、災害対策
本部にも協会員各社から陣中見舞いをいただきました。ここに記して厚く御礼申しあげます。　
　

（１）災害復興への寄付
　( 社 ) 全国地質調査業協会連合会からの義捐金100万円を、被災県の青森県、岩手県、宮城
県及び福島県に「災害復興寄付金」として全額寄付させていただきました。青森県へ金10万円、
岩手 ･宮城･ 福島県にそれぞれ金30万円を寄付させていただき、各県知事から丁重なる礼状が
届いております。

（２）学術的支援
　( 社 ) 全国地質調査業協会連合会を始めとする各地区協会ならびに関係機関･団体からの見
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舞金総額278万円の一部を学術的支援に有効に活用させていただくことにしました。
　東日本大震災により、地質、古生物、考古、歴史、民俗学等に関わる標本や資料も少なからず
破損・消失するなどしました。とりわけ、当協会の専門技術を支える重要な地質学に関わる学術
貢献活動の一端として、地質、古生物学に関わる標本や資料の復元・保存事業を支援することに
し、東北大学総合学術博物館の化石レスキュー事業に金10万円、岩手県立博物館に地質標本
整理用の物品10万円分寄贈することにしました。東北大学総合学術博物館の永広昌之名誉教
授から御礼のメッセージを、岩手県立博物館の大石雅之首席専門学芸員からは、当協会の申し出
に大変感謝しているとの謝辞をいただいております。（別添　詳細記事を掲載）

3．技術講演会の開催と講演論文集発行
　学術的支援と同様、大震災復興に向けた協会の姿勢として、寄せられた見舞金を有効に活用
する行事等をアンケートで会員に募ったところ、協会員からは協会誌「大地」に震災特集を組みそ
の発行費用に充てる意見、有識者による講演会を開催して記念論文集を発行して記録に残す意
見等がありました。協会として後者の講演会を参加費無料で市民向けに開放することを決定し、
当協会も一員である「宮城県沖地震対策研究協議会」の各位にお力添えをいただき、共催という
かたちで開催しました。講演会の日時、会場および演題等は以下のポスター・チラシに示したとお
りです。

東日本大震災に関する

技術講演会
－巨大地震・巨大津波がもたらした被害と教訓－
昨年3月11日に発生した東日本大震災は、事前に想定されていた規模をはるかに上回る地震による戦後最悪の災害となり、津波
によって沿岸域で壊滅的な被害が生じたと同時に、長時間の地盤震動により多くの建物や地盤の被害が引き起こされました。
現在この災害について様々な調査が行われ、復興に向けた検討が進められておりますが、宮城県沖地震対策研究協議会および
東北地質調査業協会は、地震・津波・振動・地盤の４つの項目について、これまでで明らかになった東日本大震災の実態と、
今後の復興および地震災害低減への課題に関する講演会を開催いたします。

■主　催：宮城県沖地震対策研究協議会、東北地質調査業協会
■後　援：国土交通省東北地方整備局、宮城県、岩手県、福島県、仙台市、
　　　　  東北電力、JR東日本仙台支社

2012年2月23日（木）13：30～16：25（13:10受付開始）
仙台市青年文化センター シアターホール
仙台市青葉区旭ヶ丘3-27-5　 TEL：022-276-2110
（仙台市営地下鉄　旭ヶ丘駅より徒歩2分）　●CPD証明書発行

■問 合 せ 先：宮城県沖地震対策研究協議会事務局（大野） 
 TEL 022-795-6169／FAX 022-795-7854／kyogikai@saigai.str.archi.tohoku.ac.jp 

■参加申し込み：参加を希望される方は、所属機関名、部署名、氏名、連絡先を記入の上、下記宛にメールあるいはファックスにて申し込んでください。
 定員になり次第、参加申し込みを締め切らせていただきます。
 東北地質調査業協会事務局　　TEL 022-299-9470／FAX 022-298-6260／tohoku-geo@nifty.ne.jp

至泉中央 至南光台

至八乙女

北根交差点

台原森林公園

仙台市
科学館 旭ヶ丘

小学校

旭ヶ丘
市民センター

青年文化センター
旭ヶ丘駅

定　員
550名
参加費・論文集
無 料

下記の要領で
事前に参加申し込みをしてください

場所：宮城県気仙沼市大島浦の浜港　撮影日 平成 23年 3月 31日　
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講演会　会場風景（1） 講演会　会場風景（2）

ご挨拶される長谷川会長

源栄正人教授

海野徳仁教授

風間基樹教授

越村俊一准教授

挨拶する早坂理事長

42

　講演会は、地震・津波・振動・地盤の４つの項目について、これまでで明らかになった東
日本大震災の実態と、今後の復興および地震災害低減への課題に関し、「宮城県沖地震対
策研究協議会」会長　長谷川昭氏（東北大学名誉教授）の開催挨拶から始まり、海野徳仁氏

（東北大学教授）、越村俊一氏（東北大学准教授）、源栄正人氏（東北大学教授）、風間基樹氏
（東北大学教授）の４氏がそれぞれのご専門の立場から講演されました。会場への来場者
は400名を数え、その中に一般市民の方々の参加申し込みが50名を超えるなど、各方面か
らの関心の高さとともに会場は熱気に包まれました。講演の終わりに、当協会の早坂功理
事長が閉会の挨拶をされ、各関係機関への謝意ならびに当講演会の盛行を宣言し、成功裡
に終了しました。なお、記念論文集2,000部は、来場者はもちろんのこと各関係機関およ
び大学等の学術機関にも広く配布し、一般市民の方々にも東日本大震災への当協会の取り
組み姿勢をアピールする良い機会を得たと考えています。　　　　　　　　　　　　　
　　　　




